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今般閣議決定された規制改革実施計画（国家戦略特区部分）は、国家戦略特

区が岩盤規制改革を目的とする制度であることを考えれば、甚だ貧弱な内容と

言わざるを得ない。例えば、 

・今年 3 月のスーパーシティ指定に際し、当時の特区諮問会議民間議員は、イ

ンターネット投票をはじめ大胆な規制改革の一年以内の実現を条件とした。

しかるに、これらの事項につき、関係省との間で検討スケジュールの合意に

すら至らず、項目の記載もなされていない。 

・その他全般に、今般の計画に記載される項目は、数が少ないうえ、その多く

は自治体などが規制所管省に直接要望しても実現するであろう事項である

（例えば、ドローンに係る規制、外国人在留資格の手続き改善など）。 

 

本来、特区制度においては、自治体や民間企業からなされた大胆な規制改革

提案を実現することによって、制度への期待が高まり、更に新たな提案が寄せ

られ、成果が拡大する。現状においては、特区制度の維持・運営が困難になっ

ていることに強い危機感をもって、以下の懸案課題の実現に全力で取り組むべ

きである。 

１）大胆な規制改革の実現： インターネット投票をはじめ 

２）これまでの特区の成果の全国展開： 農地企業所有、公設民営学校をはじ

め 

 

 


